
岩見沢市におけるデジタル基盤整備と具体的活用
～「誰もが活躍できる地域社会」を目指す取組み～

面 積：481.02㎢ ※行政面積の42%が農地（水稲作付面積は北海道最大）
人 口：77,963人、世帯：41,217世帯（2022年1月末現在）
高齢化率：約36.82%

第9回プラチナ大賞（総務大臣賞）受賞

資料２



少子高齢化や人口減少をはじめ、持続性確保には大きな「社会的課題」を抱えている
市民生活面：教育や医療・健康に関するサービスの不平等、買い物や交通など日常生活維持のためのストレス・・・

インフラ維持や災害非常時における即応性確保・・・
経済活動面：農業就業人口減少や消費志向の変化等など基幹産業である農業の持続性確保・・・

まちの将来像（ビジョン）
「誰もが活躍できる地域社会 スマート・アグリシティ」

を市民と共有し、デジタル技術や地域資源・特性を用いて「地域の未来創造」にチャレンジ

地域課題と目指す将来像

岩見沢市地方創生総合戦略 1



1993年（平成5年）頃よりICT活用による「市民生活の質の向上」と「地域経済の活性化
をテーマに、ICT基盤（自営光ファイバ網200km等）を整備し、教育や医療・福祉など幅広い分野での利活用を展開。
また、ICTに関する新たな地域産業創出に向けた施策を展開しており、延1,200名程の地元雇用を創出。（※）

※2021年（令和3年）3月末時点の延べ数 在宅就業者209名を含む

自治体ネットワークセンター（拠点施設） ITビジネスセンター（DC、ビジネス拠点）新産業支援センター（インキュベート） 環境配慮型クラウドデータセンター

分野 システム・キーワード 概要 開始時期

教育 遠隔教育システム 市内全小中学校、市立高校を対象に、ICTを用いた遠隔授業・学校間交流機能
DSN(digital School Neteork）による国内外との交流機能 1997年

医療 遠隔画像診断システム 市立総合病院と大学病院間における遠隔画像診断・治療支援機能 2003年

安全 児童見守りシステム アクティブ型電子タグを用いた市内小学生（希望者）の登下校情報配信機能
行政・学校・父母間での情報共有機能（緊急情報の配信等） 2006年

産業 スマート農業 農作業の最適化に資するビッグデータ収集・解析機能（農業気象情報）
トラクター自動走行に関する高精度位置情報配信機能（RTK基地局） 2012年

雇用 就業研修 企業が求める人材育成のためのスキル研修
在宅就業（テレワーク）研修 2014年

健康 健康経営 市民の健康増進に関する各種機能（データヘルス、コミュニケーションアプリ）
農・食・健康を連動させる産学官連携（健康経営都市） 2014年

社会実装する主な利活用

地域特性 ～ICT基盤整備と利活用の実装～

テレワークセンター（滞在型ラボ）
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主なデジタル基盤 ～施設機能～
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●自営光ファイバ網（公設公営）
整備開始：1997年度～
延長距離：210㎞（2021年3月現在）※幹線部位は3年間で完成
接続施設：市内小中学校、医療福祉施設、主要公共施設等105施設
運営方法：自営（管理業務は市第3セクターが実施）
主な利用：接続施設におけるインターネット環境

・ギガスクール構想関連（バックホール）
デバイド解消に関する利用

・地域BWAサービス（バックホール）
・通信事業者に対する一部貸与（IRU）

地域利活用システムのバックホール利用
・スマート農業関連システム
・児童見守りシステム ・防災システム 等

●地域BWA網（公設民営）
運用開始：2020年度
基地局数：21か所
主な利用：条件不利地域におけるインターネット接続

農地におけるスマート農業関連機器接続
防災活用（道路、水路等監視） 等々

主なデジタル基盤 ～通信環境～
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活用状況 ～市民生活面～

●児童見守りシステム ●遠隔学習、GIGAスクール

●在宅就業（テレワーク） ●除排雪システム

農業農村地域における定住条件強化に寄与 5



成果例 ～健康経営都市～

文部科学省・JSTによるCOIプロジェクト参画(2015年度～）

母子を中心に家族が健康で安心して暮らせる社会を目指し、
市民が健康で元気に成長できる地域モデルを構築

〇家族健康手帳アプリ

〇健康データPF（EHR＋PHRに基づく健康予報）

市民の行動変容による「低出生体重児率」改善
2015年:10.4%⇒2019年: 6.3%

第９回プラチナ大賞（総務大臣賞）
第３回日本オープンイノベーション大賞（日本学術会議会長賞）
第10回健康寿命をのばそう！アワード（厚生労働大臣優秀賞） 受賞
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活用状況 ～スマート農業～

●気象情報システム ●RTK-GNSSの活用

●産学官の連携 ●無人作業機の遠隔監視制御（実証中）

基幹産業（農業）の活性化・持続性確保に寄与 7



活用状況 ～未来技術社会実証事業～
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活用状況 ～行政サービス面～

2022年1月の新庁舎供用開始にあわせ
「書かない窓口」を導入
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デジタル技術を用いて地域社会を変えていく

不可欠な社会基盤としての
デジタル基盤（ICT・未来技術）

３

市民生活のDX
・学びの場

・買い物/移動サービス
・エネルギー
・健康経営都市

経済活動のDX
・スマート/データ駆動型農業

・在宅就業

行政サービスのDX
・電子申請

・どこでも窓口

・5G、L5G/Beyond5G
・地域BWA(LTE)、LPWA
・クラウド/エッジDC
・地域PF ・・・

・農農業経済分析や土壌解析などデータ駆動型農業の実践
・スマート農業の社会実装

（ビッグデータ解析によるスケジュール最適化）
・在宅就業ビジネスのさらなる普及促進
・DX関連企業誘致

・未来人材育成拠点整備
※北海道大学「地域共創の場拠点」と連携

・リカーリング/サブスクリプションサービスの社会実装
・地産地消型地域エネルギーシステム活用

EVの連携による日常生活支援サービスの構築
・健康経営都市施策の推進

家族健康手帳アプリ/健康予報システム
母子健康調査

・スマート/デジタル自治体の推進
（徹底した利便性向上と業務の効率化）

今後の展開 ～地域DXの推進～

市民が「デジタルを使いたい」と感じることが大切
～使いたいと思った時に「出来る（使える）環境」を構築しながら、利活用の深化と他地域との連携（横展開）を推進～

自動走行農機の「遠隔監視制御」
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参考資料
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1993年度（平成5年度）
広域地域情報化促進協議会設立

1995年度（平成7年度）
コミュニティFM局開局（第３セクター方式）

1996年度（平成8年度）
ハイビジョン・シティ構想指定（旧郵政省）

1997年度（平成9年度）
自治体ネットワークセンター開設（旧郵政省補助）
マルチメディア・パイロットタウン（通信放送機構）
自営光ファイバ網独自整備開始

1998年度（平成10年度）
広域テレワークモデル事業（旧郵政省委託）
GISシステム独自開発開始
サテライトオフィス独自開設

1999年度（平成11年度）
テレワークセンター開設（旧郵政省補助）
学校インターネット事業（旧文部省・旧郵政省補助）
都市コミュニティ成果展開事業開始（通信放送機構）
郵政大臣表彰受賞（情報通信月間）

2000年度（平成12年度）
福祉支援情報通信システム開発（通信放送機構）
有線無線併用ネットワーク研究開始(2.4GHz帯)

2001年度（平成13年度）
JGNアクセスポイント整備、研究開始
GISシステムSAG表彰受賞（San Diego）
先進的情報通信システム（総務省、経済産業省補助）
教育情報通信ネットワーク整備事業（文部科学省補助）

2002年度（平成14年度）
テレラジオロジー運用開始（北海道大学病院）
テレカウンセリング運用評価（筑波大学大学院）
電子入札システム開始（JASICコアシステム＋独自）

2003年度（平成15年度）
ITビジネス特区認定（内閣府：構造改革特別区域法）
都市再生モデル調査実施（内閣官房、国土交通省）
新産業支援センター開設（経済産業省補助）

2004年度（平成16年度）
ITビジネスモデル地区構想（総務省指定）
健康継続行動遠隔支援システム開発 （筑波大大学院）

2005年度（平成17年度）
ITビジネス特区計画における特例措置の全国展開
JGNⅡ活用型研究開発（愛媛大学、松山市）

2006年度（平成18年度）
5GHz帯無線ネットワークサービス（公設民営方式）
地域情報通信基盤整備推進交付金（総務省指定）
JGNⅡ利用促進賞受賞

2007年度（平成19年度）
児童見守りシステム開発検証（総務省委託）
地域防災システム共同トライアル開始
基盤地図情報利活用に関するモデル調査

（国土交通省指定）
2008年度（平成20年度）

ITビジネスセンター開設（官民協働型）
官民連携によるシステム検証

（防災システム、監視映像、安否確認、DR等々）
児童見守り支援システム本格運用開始
ICT利活用モデル事業開始（総務省交付金）

2009年度（平成21年度）
元気再生モデル事業開始（内閣府指定）
ふるさと雇用再生特別対策事業（厚生労働省指定）
地域情報通信技術利活用推進交付金（総務省指定）

2010年度（平成22年度）
地域ICT利活用広域連携事業

（総務省指定 夕張・滝川・岩見沢の３自治体）
地域人材育成事業（雇用対策研修）
電子書籍制作ライン構築（都内印刷企業等連携）
産学官連携型遠隔健康相談システム検証開始

（北海道大学、ドラッグストア、岩見沢 他）
2011年度（平成23年度）
広域連携型コミュニティサービス稼働開始（３自治体）
防犯リーダー育成システム検証開始（文部科学省）

2012年度（平成24年度〉
在宅就労研修開始（厚生労働省基金）
次世代農業気象システム整備
地理空間情報活用促進に関する協定（国土地理院）
いわみざわ地域ICT（GNSS）農業利活用研究会設立

2013年度（平成25年度）
環境配慮型データセンター稼働開始
地域公共ネットワーク強靭化事業実施（総務省補助）
コミュニティFMを活用した防災情報伝達に関する整備
児童見守りシステム拡充（対象児童学年を4年生まで）
GPS-RTK基地局稼働開始

2014年度（平成26年度）
児童見守りシステム拡充（対象を小学校全学年まで）
G空間シティ構築事業採択、検証着手（総務省委託）
農業/除雪分野併用に関する検証

2015年度（平成27年度）
北大COI「食と健康の達人」参画（文部科学省指定）
ロボット技術導入実証事業着手（農林水産省指定）
除排雪等地域課題解決（地方創生先行型）
在宅就業等研修開始（地方創生先行型）
ICT（テレワーク等）活用型雇用促進（地方創生先行型）

2016年度（平成28年度）
ICT活用型総合戦略推進事業着手（地方創生加速化）
健康経営都市宣言認定、施策着手（地方創生加速化）
革新的技術開発緊急展開事業着手（農林水産省指定）
総務省ICT地域活性化大賞 奨励賞受賞

2017年度（平成29年度）
ロボットトラクター・水管理システム等に関するパイロット
ファーム指定、検証着手（内閣府）
地方創生推進交付金事業認定、事業着手
・地域課題解決（BWA検討含む）、・スマート農業促進
・企業誘致・雇用創出（VDI活用、プログラマー養成）
・セルフヘルスケア推進（健康予報システム開発等）

2018年度（平成30年度）
SIP検証継続（内閣府、北海道大学）
革新的技術開発緊急展開事業継続（農林水産省）
地域BWA網整備開始（単独整備）
近未来技術等社会実装事業認定（内閣府、3者共同）
IoT等活用行動変容研究事業選定（AMED）
まちごとテレワーク調査事業選定（総務省）
スマートシティ推進に向けたMou締結（Cisco Systems）

2019年度（平成31年度）
スマート農業加速化実証事業選定（農林水産省）
スマート定住条件強化事業選定（農林水産省）
地域BWA（高度無線環境整備）補助（総務省）
スマートアグリシティ共同研究開始
（北海道大学、NTT、NTT東日本、NTTドコモとの協定）

2020年度（令和2年度）
地域BWA（高度無線環境整備）補助（総務省）
スマート農業実証事業（ﾛｰｶﾙ5G）選定（農林水産省）
ﾛｰｶﾙ5G等を活用した地域課題解決実証選定（総務省）

2021年度（令和3年度）
FTTH整備補助（総務省）
地域バイオコミュニティ構想参画（北海道大学他）
プラチナ大賞受賞（プラチナ構想ネットワーク）
共創の場形成支援プログラム選定（文部科学省・JST）

施策経過

12



●「位置情報配信サービス」開始 2013年（平成25年）4月~
RTK-GPS基地局（市内3か所）を用いて農作業機等に対する高精度位置情報を配信

●「農業気象配信サービス」開始 2013年（平成25年）5月~
気象観測装置（市内13か所）にて取得するビッグデータを基に、50mメッシュ単位で営農関連情報を配信

●「産学官連携体制」構築 2013年（平成25年）10月~
「IT活用による地域課題解決検討会」地域産業分野や除排雪分野への利活用具体化に向け、産学官による連携体制を構築

●総務省「G空間シティモデル構築事業」2014年度
G空間情報活用による次世代型農業実証（作業体系の効率化）

●農水省「革新的技術開発・緊急展開事業」 2016年度～
生産現場における革新的技術体系の実証研究・普及支援

品質の高位平準化など生産物の付加価値向上促進

●「ICT農業普及促進事業」 2016年度～
地方創生交付金活用（加速化交付金、推進交付金）
営農者の設備整備に対する支援（対象経費の1/2）
対象：自動操舵（オートパイロット等）

RTK-GPS関連機器

●研究会設立 2013年（平成25年）1月
いわみざわ地域ICT(GNSS等)農業利活用研究会
生産者自らが実証や普及展開に関する取組みを推進（市内生産者109名で設立 現在約220名）

●農水省「ロボット技術導入実証事業」2015年度
ロボット技術の地域導入促進に向けた検証

●内閣府「次世代農林水産業創造技術で取り組む多収と高品質を実現
するための気象変動に対応した最適栽培管理システム」（2017年度～）
内閣府SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）パイロットファーム指定地
マルチロボットシステム稼働検証、自動水管理システム検証

●内閣府「近未来技術等社会実装事業」2018年度～
北海道・岩見沢市・更別村）による実証
スマート農業実装（ロボットトラクター、ドローン等々）

●農水省「スマート農業加速化実証事業」2019年度～
スマート農業の本格実装に向けた先行実証（市内４生産者）
営農作業全てのスマート化、フードチェーン化

●総務省「ローカル５G等を活用した
地域課題解決実証事業」 2020年度

スマート農機の遠隔監視制御に関するローカル５G技術実証等

●農水省「スマート農業実証事業（ローカル５G）」2020年度～
シェアリングなどスマート農業の社会実装に向けた環境形成

岩
見
沢
単
独

世界トップレベルの「スマート
一次産業」の実現に向けた実証
フィールド形成による地域創生

2014

2016

2018

2020

スマート農業経過
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スマート農業関連プロジェクトの概観
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スマート農業実装(畑作・水稲作等領域)に適応する通信技術

デジタル通信基盤の考察 ～スマート農業関連～
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横展開 ～地域バイオコミュニティ（北海道内における産学官連携）～
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地産地消・自立型地域エネルギーシステムの活用
●北村赤川鉱山施設内に実証施設構築、北村温泉付随ガスを活用して発電、得られるエネルギーを活用（農産業支援）

・経産省プロジェクト「産学融合拠点創出事業：チャレンジフィールド北海道」として検証開始
テーマ：地域社会のスマート化、再生可能エネルギー活用によるカーボンニュートラル
構 成：北海道大学、㈱日立制作所、ノーステック財団、北海道電力など
概 要：地産地消型エネルギーシステムとして、多様な燃料に対応したAIマルチ燃料エンジンによりを温泉付随ガスや廃棄物を利用
効 果：自立型再生エネルギー電力システム（ナノグリット）の実装

産業用電力の地産地消、循環型地域経済の構築
ＥＶ（車、農機具、バッテリー）への災害時における電力供給

今後の展開 ～カーボンニュートラル～
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今後の展開 ～未来人材の育成～
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